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要旨 ：風力発電事業を進め る上 で 、鳥衝突 （バ ードス トラ イク）問題の 解決が求め られ る。本稿で は、順応的管理

を取 り入れ た鳥衝突リス ク管理 モ デル （AMUSE ：Adaptive　Management 　model 　for　Uncertain　Strike　Estimate　of 　birds）を

提案する 。 こ の モ デ ル は、個体群 サイズ と衝突数をモ ニ タリン グし、結果 に応 じて 風力発電の 稼動率を調整して衝

突率を低減 し、保護増殖施策を導入して個体群 の 成長率 を増加させ、個体群の 管理 を目指す もの である 。 オ ジ ロ ワ

シ は、2004年2月〜2007年 1月の間に 7個体の衝突死が報告されて お り、本種を対象と し個体群パ ラ メ タを定 め た 。

あらか じめ自然条件下で の 個体群計算を行い 、エ ン ドポイン トを定め てお く。そ の後、2 通 りの 成長率 シナ リオ と管

理 シ ナリオ を用い て 、 管理モ デ ル の 計算機実験を行っ た 。 死骸は 5 日間で消失、死骸発見の ための踏査間隔を30日

間隔 と仮定 し、発見数を補正 して 推定衝突数と した 。 計算期間は 、 計画段階5 ヶ 年 、 稼働期間17 ヶ 年の合計22年間

と し、3年毎に稼働管理計画を見直して、稼動率と保護増殖措置 の 有無、 管理下 における個体群サ イズを得た。 設備

利用率は、北海道 に おける 2003〜2005年の 実績値か ら推定し、計算機実験 で 得 られ た 稼動率を乗じて管理対策に よ

る設備利用率とした。あ らか じめ損益分岐点 となる設備利用率の 限界点を求め て お き、これを割 り込む程度を管理

の事業破綻率とし た 。 そ の結果 、
エ ン ドポイ ン ト （個体群サイズ 自然変動幅 99，9％ 区間下限値）達成率を99％以上、

な お か つ 事業破綻率を 10％ 以 下 とする条件は 以下 の 通 りであっ た。楽観的 シ ナ リ オ に お い て は、2種類の 管理 シ ナ リ

オと保護増殖措置の導入条件に左右されなか っ た 。 こ れに対 して 、 悲観的シ ナ リオ に お い て は、必要に応 じて稼働

率をゼ ロ にし、なおかつ 保護増殖措置 の 開始 を稼働率 90％ もし くは 99％ の 時点で導入する管理 シ ナ リオ で の み 達成

された。管理 を実行 して い く上 で残 された課題 は、死骸消失実験による消失日数の 把握、発見率向上 の た め の衝突

自動監視装置等の 開発、定期的な死骸踏査、個体群 モ ニ タ リ ン グに よる成長率と個体群サイズ推定、道内営巣つ が

い に よ る繁殖成績の 把握、事業破綻に備えた リ ス ク ヘ ッ ジで あ る。

　　キ
ー

ワード ：順応的管理、風力発電、バ
ー

ドス トラ イ ク、オジ ロ ワシ

Abstract：We 　propose　the　Adaptive　Management 　medel 　for　Uncertain　Strike　Estimates　for　birds（AMUSE ），　Between　February

2004and 　January　2007
，
　seven 　dead　white −tailed　sea 　eagles 　were 　found　near 　wind 　inユrbines　in　Hokkaide　prefectUre，　Japan，　We

used 　this　population　as　the　target　species 　in　the　management 　model ．　In　the　management 皿 odel，　we 　assumed 　that　the　bodies　of

any 　birds　killed　in　collisions　would 　disappear　within　5　days，　while　the　seaエches　for　carcasses 　were 　conducted 　every 　30　days．

The　calculation 　period　of 　the　management 　model 　was 　22　years，　consisting 　of 　a　5−year　plamiing　period　and 　a　17−year　opcration

period．　The　operation 　management 　schedule 　was 　reviewed 　every 　three　years．　The　utilized 　capacity 　was 　estimated 　from　the

data　fbr　2003　to　2005　fbr　Hokkaido．　The　operation 　rate　multiplied 　by　th¢ utilized 　capacity　gives　the　corrected　utilized　capacity．

After　the　break−even 　point　ofthe 　utilized　capacity　was 　determined，　the　time　that　fell　below　this　was 　defined　as　the　failure　rate

1
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of　the　business．　The　results　showed 　that　the　end 　pQint　was 　aGhieved 　99％ of　the　t｛me ，　while 　the　failure　rate　was 　below　lO％，　An

optimistic 　scenario 　was 　not 　affected 　by　the　tWo 　management 　scenarios 　or　conditions 　used 　as　protection　measures ，　Conversely，　a

pessimistic　scenario 　was 　achieved 　only 　under 　specific 　conditions 　in　the　management 　scenario ．　The　main 　goals　were 　to　l）estimate

the　number 　of　days　required　for　a　carcass　to　disappear，　2）develop　a　search　technique　to　improve　the　discovery　rate　of 　carcasses ，

3）conduct 　regular 　surveys　ofcarcasses ，4）determine　the　growth　rate　and 　population　size 　by　monitoring ，5）determine　the　results

Qfbreeding 　by　breeding　pairs　in　Hokkaido ，
　and 　6）examine 　risk　hedging　to　deal　with 　failure　of 　the　business，

　　Key 　Words ；Adaptive　risk 　management ，　Wind 　farm，　Bird　collisions ，　White−tailed　Eagle

はじめ に

　地球環境問題 が 顕在化しつ つ あ る 中、地球温 暖化 を

抑制する施策の ひ とつ として 、 風力発電事業の普及
・

促進 が あげられ る。「日本に お ける都 道府県別風力発

電導入量」（http：〃www ．nedo ．go．jp！enetai ！other ！fuuryoku！

todoufUken　ichiran．pdf、20071311確認）に よれば 、 2006年

3月末における 国内の 総設備容量は約1，078MW 、総設

置基数は 1，050本に達して お り、また 環境省 （2002a）に

よれ ば 「2010年まで に国内で 300万KW （3，000　MW ）」と

い う目標 も示されて い る。

　鳥類や コ ウモ リ類が航空機に衝突す る こ と をバ ー
ドス

トラ イク （birdstrike）と呼ぶ 。 広義には ビル デ ィ ン グ、

送電線、自動車 ・航空機等の 人工 物 に衝突する こ と も含

まれる （Erickson　et　a1．2001）。風力発電で もバ ー
ドス ト

ラ イ ク は発生する。2004年2月に北海道苫前町の 風力発

電施設で オジ ロ ワ シHaliaeetus　albieilla 　albiciUa 　Linnaeus

の死骸が確認された （浅川ほ か 2004）。 風力発電施設で

の 本種 の 死骸 は、翌月 に も同町、同年 12月 に根 室市昆

布盛、2005年 12月に石狩市、2006年4月に は再び苫前町、

そ し て同年6月に幌延町、2007年 1月に苫前町で それぞ

れ 1個体が確認さ れ た。

　風力発電の事業計画は、岬や沿岸部お よ び山稜尾根の

ような渡りル ートと近接する こ ともあり、 風力発電 に よ

るバ ードス トライ クの影響が懸念され て い る （日本野鳥

の 会 2004）。他方、風力発電をは じめ とする新エ ネル ギー

事業 の 促進で 、 温暖化を抑制する こ とが で きる の であれ

ば、温暖化に よ る鳥類の 絶滅リス ク は低下する か も知れ

ない 。 そ こで風力発電事業が こ れ ら鳥類に及 ぼす影響を

検討 し共存可能な方策を立案する こ とが 急務で ある 。

　しか しなが ら、現時点 （2007年 5月）にお い て 、風力

発電が鳥類に及 ぼす影響の 大きさは 、 利害関係者、 研究

者お よ び市民の 間で一致して い る とは言い 難い 。 その 理

由と して情報不足があげられる 。 今の とこ ろ、国内で風

力発電へ の 鳥類衝突事故の 発生 時期
・
頻度、地形的特徴

などは、ほ とん ど明らかに なっ て い ない 。風力発電事業

の環境影響評価は、一部の都道府県を除い て条例対象と

な っ て い ない 。また、事後調査 （死骸調査 ）も義務 づ

けられて い ない （新エ ネル ギ ー・産業技術総合開発機

構 2005a）。一部の 発電事業者は 自主的 に 死骸調査 を 実

施して い る もの の、衝突数を推定す る た め には、複数の

パ ラメ タ　（踏査域における発見率、分解
・消失率、踏査

域外で の 死亡率、踏査域内調査不能率、調査面積等）に

よ る補正を必要 とす る意見 もある （Morrison　2002 ；島田

2006）。

　野生生物 の 個体群管理 を行う際 に つ きまと う情報量 の

少なさとそ の 複雑な動態 に 対処する ため に は、不確実性

を組み込んだ管理手法が求められ る 。 その ひとつ として

順応的管理 （adaptive 　management ）があげられ る （た と

えば日本生態学会生態系管理専門委員会 2005）。順応 的

管理手法は、．鯨類等の水産資源管理手法として提案さ れ

た （た とえば田申 2001）。陸域 で の 応用事例 は少な い 。

北海道 は 「エ ゾ シ カ保護管理計画」（http；〃www ．pref．

hokkaido．lg，jp！ks！skn ／sika ！keikaku〆keitop．htm 、200715！23確

認）を策定し個体群サ イズ 管理を開始し た 。 こ れ に は

順応的管理が 反映され て い る （松田 2000
，
2006）。 常に

資源量を推定 しなが ら、漁獲係数 （漁獲圧）を調整し、

許容漁獲量 を毎年見直す よ うな順応的管理手法 （松田

2004）を応用すれ ば、風力発電事業と鳥類の 共存策を検

討する こ とが 可能で あろ う。 た とえば、資源量を対象と

する鳥類個体群 サ イ ズ、漁獲係数を衝突事故に対す る低

減措置とみな し、 絶滅リス ク評価か ら損失余命の 短縮に

基づ い た許容衝突数を定め れ ば 、 定期的に 個体群サ イ ズ

と衝突数を継続調査しつ つ 稼働管理を計画 して個体群を

維持する こ とがで きるだ ろう （島田 2006）。

　本稿で は、風力発電事業と鳥類 の 共存を計るた めに、

順応的管理に基づ い た鳥類 の 衝突リス ク管理モ デル を提

唱する 。 こ の モ デ ル は簡単なリッ カー
型 ロ ジス テ ィ ッ ク

式で記述 され る 。 個体群サイズ と衝突数をモ ニ タして 、

その 結果 に応 じて 、稼働計画の 調整を通 して 衝突率を低
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減 し、保全対策 （保護増殖策）を導入する こ とを柱 とし

て い る。稼働 の停止は確実 に衝突数を減 らすこ とが で き

る 方策の ひ と つ で あ る。カ リ フ ォ ル ニ ア州エ ネ ル ギー委

員会 に も稼働率 の 調整 （施設 の 停止、撤去）とい う対策

の 選択肢があ る （Smallwood　and 　Thelander　2004）。

　本稿 で は、まず管理 モ デル の概 要につ い て説明 し、オ

ジ ロ ワ シ 個体群 の情報に基 づ い て管理モ デ ル の各パ ラ メ

タ値を定め る。そ の 管理 モ デ ル を用 い て オ ジ ロ ワ シ個体

群 の計算機実験を行い 、風力発電事業にお い て計算結果

で得られ た施設 の稼働率、保護増殖導入率な どか ら、個

体群維持の エ ン ドポイ ン トを守 りつ つ 事業採算性も成り

立 たせ る管理条件につ い て検討する とともに 、 残された

課題を整理 した。

管理モデ ル の概要

　管理 モ デ ル を説明する にあた り、シ ン ボ ル を多用す る

ため用語解説 （g1。 ssary ）を整理 し表1に示す。

自然個体群の動態モ デル

　風力発電施設が建設 される以前の 個体群サイズB （t）の

動態 （自然個体群と呼ぶ）を、内的自然増加率r
＊、環境

収容力K をもつ 、リッ カー
型 ロ ジ ス テ ィ ッ ク差分方程式

で 記述する 。

β（’＋1）
＝B（り

・exp ［r（り
一

α
・B （t）］

a ＝rfK 、厂（り
≡
ρ
’
r（t

− 1）＋ （1
一
ρ）

9
ε且 （1）

増加 率 r（t）は、年海 に変動す る と し、平均〆、標準偏

差σ1の 正規分布N（r
＊

，σ 1）に従 う確率変数e且 と し て与え 、

そ の 自己相 閧 をρとす る。ρは 時系列 の 成長率r（t）か ら

推定する。また、K も平均K ＊、標準偏差σ 2 の 正規分布

N（1ぴ ，
σ 2）に従うもの と した。

表 1．用 語解説。

記号　　内容

B（t）
B

ユ

blBendbendB

． ，（t）
brbss

．gsbg6
．02c

（り

61

　

　

の

朔

ゐ

双

齊

ノ

万

乃

　

　

　

　

　

ど

　

　

　

　　　　　　　　　　
ラ

　

　

　

　

　

を
　

　

　

　　　　　　　　　　
で

鰍
毒

蠶
靄

 
酬
爰
ρ

時刻 tにお ける個 体群サ イズ

個体群 サ イズの 管理基準値 （自然 変動幅の 下 限）

Blを得るため の比率

個体群サ イズ の管 理基準値 （エ ン ドポイ ン ト）

B 。。d を得る た め の 比率

時刻tにお ける推 定個体群 サ イズ

オ ジ ロ ワシ繁殖率

前期の 平均繁殖率

後期の 平均繁殖率

時刻tにお ける保 護増殖措 置 に よ り見込 まれる成長 率

の 増分

56つ がい に保護増 殖 を実 施 した 場合 の 成 長率の 増分

（上 限値）

死骸の 消失 日数

死骸調査の踏査間隔 （日数）

時刻tにお ける衝突係数

衝突係 数の最小値

死骸 の 発見率

踏査域内発見率

踏査域内死骸遭遇率

繁殖個体数

時刻tにお ける （相対）稼動率

（相対）最低稼動率

潜在 的生 物学的捕獲 数

オ ジ ロ ワ シ生存率 （5歳以 降〉

オ ジロ ワ シ生存率 （O〜5歳）

時刻tにお ける成 長率

時刻tにお ける発見 （死骸）数

時刻tにお ける推 定衝 突率

時刻 tにお ける推 定衝 突数

時刻tにお ける許容衝突数

N（r
＊，σ i）に従 う確率変数

N（K ＊，σ2）に従う確率変数

N（O，σ 3）に従う確率変数

N （r
＊，σ 1）に従う確率変数に基づ い た 乱数 を生成時の 自

己相 関値

Um（y，
m ）17 ヶ年の 月別利用率

Uy（t）　 年あ た り設備利用 率

Uc　　 管理対策用設備利用率

衝突個体群の動態モ デル

　風力発電が稼働して 衝突事故を伴 う個体群を次の とお

り記述する 。 t年におけ る衝突数1（t）がボア ソ ン 分布に従

うとする 、 衝突数の 平均期待値λ（t）は衝突率∫、衝突係数

F（ρ（t））と個体群サイズBのの 積であらわされる。

Pr［X（り］一♂ 〔り・
λ（り

x（り
／X （り1

ただし、λ（t）
＝s

・FCP（り）
・B（t）

　B （t＋1）＝B（t）
・exp ［r（t）

−
a ・B （り］

− 1てり

（2）

（3）

　こ こ でp（りは風車の 相対稼働率、F（ρ（t））は衝突係数を

表し、相対稼働率p （りの 関数 で あ る。 こ こ で い う相対稼

動率p は 0〜1を とる e

　本稿 の保全対象種であるオジロ ワ シは越冬個体が多数

を占め る 。 衝突の 可能性が高い とされ た 7死骸に つ い て

も 1例 を除けば、12月か ら4月の 越冬時期 で発見 され て

い る。こ の た め半年問の 越冬時期の 昼間を除い て 稼働し

て も衝突 リス クは無視 で きるとした （3〆4稼働）。 これ よ

り、相対稼働率pと衝突係数F に つ い て 下記 の 関係を考

える。
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衝突管理の 概略フロ
ー

 

纛、（t． 1、

個体群サ イズθ ／ti　　 推定誤差N〔O，　ffs）一一一レ 推定個 体群 サイズBestrt）

↓
成長率 rrv

保護増殖措 置 c

↓
衝突率s

衝突 係数 戸

衝突enXrti 発見率k 厂
ズ な

衝突係数式 による Fの算出

E＝mexfft −rt／rBest−Bt 〃／（Bt
’Bend〃i．o］

隙 　　fPBR
保護増殖措置 c の算出

c＝minfO ．6SieB ” ffss？，ao280p
c＝minr2 ．　io66B「aei2，aO395 ）

塵 魎 → 齪 嫉 数x・・t・ti

個体群サ イスBft，V

管理計画手順フロ
ー

　 計画期間〈5年間〉

　　 管理基準易 ，
エ ン ドポイン トθ

副 を設定

管理期間〈17年間〉

対象種の 個体群サ イズ．
　衝 突数（率）を推定

暴
　　管理見痘し〈3年毎〉

対象種の個 体群 サイズから

衝突係数厂保護増殖措置σの

　　　　判定
・
実行

図 1，衝突管理の 概略 と管理計画手順の フ ロ
ーチ ャ

ート。

F（P）＝mCtX ［O，4ρ一3］ （4）

衝突個体群モ デ ル を管理する た め に、式 （3）を次の

ように修正する 。

B （t＋1）＝β（り
・exp［厂（り＋c（り

一
a
’
β（り］

− X（り （5）

ただし、c （りは保護増殖施策 に よる成長率 の増分で ある 。

風力発電 の 稼働に よる衝突の み を低減する と仮定した た

め、風力発電がな くて も絶滅する個体群 の 場合には、そ

れ を防ぐこ とは想定して い ない 。 成長eSr＊が負の場合、

衝突率sを放置すれ ば、個体群 の 減少率 が 増 える こ とで

絶滅時間は短縮する 。 管理 モ デ ル は事業に よる衝突分の

み を低減する の で、施策導入後の 成長率 は r
＊
に等 しくな

る だけで ある 。

管理 の流れ

　管理の 流れを説明する にあた っ て 、 衝突管理の概略と

管理計画手川頁をフ ロ ーチ ャ
ートとして図1に示す。

　管理 の 流 れ は、まず、 モ ニ タ リン グ に よ っ て個体群サ

イ ズB ，、tを推定す る 。

　管理基準となる個体群サ イ ズB 且とB。nd は 、 事業を実施

す る以前の 推定個体群サ イ ズB ，、tに、比b1、　 b。。dを乗じた

もの である 。 個体群は、自然増加率の不確実性か ら、自

然状態 で も減少する可能性がある 、 自然変動幅の 下限を

B1 とす る 。
　 Bl を得る た め の blは、計算機実験か ら、あ

る世代後の 個体群サイズ の 60％信頼区間の 下限とした 。

また、風力発電が稼働 し衝突が発生すれ ば、減少する リ

ス クは増加す るこ と になるが、それ を避け る こ ととし、

こ れ以上 減少 させ ない 個体数基準 をエ ン ドポ イ ン トB ，。d

とする 。
エ ン ドボイ ン トB。。dを得る ための b，nd も計算機

実験に よ り個体群サイズ の 99．9％区閊下限値と した。

Bl ＝Best・ろl

Benゴ＝Best・bend

（6）

（7）

　次に、死骸調査に よ っ て 発見された 死骸数3（t）か ら衝

突蜘 のお よび衝突率s を推定する 。 s
・F（ρ（t））におい てp  

は既知で あ る こ とか ら、s は推定可能で あ る 。
　B 、、tが 事前

に定めて おい た自然変動の 下限基準β1 を下回 っ た ら、衝

突係数Fのを調整 し、保護増殖値c（りを導入 しながら、エ

ン ドポイ ン トB。，tを守 る （図 2）。ただし、自然変動内で

あっ た として も、い くらで も衝突して よい とい うこ と に

はならない 。こ の ときは許容衝突凱 。。を設定 し、衝突

蜘 りが許容衝突数勗 砿 を上回 っ て も、衝突係数F（りを調

整する よ うに した。

　衝突係数F と保護増殖値 c の導入は、以下 に述べ る3つ

の判断基準に基づ く。

　第1に、推定個体群サイズBestが管理基準Blを上回 っ

て い る場合、推定衝突瓢 、 rが許容衝突数Xmaxを越えな

けれ ば、個体群 へ の影響はない もの と し （基準a1 ）、推

定衝突撫 。，が 許容衝突tWm。x を越えた場合は、衝突係

数Fで衝突率sを低減する もの と した （基準 a2 ）。衝突係

数Fは施設の稼働停止、すなわち稼動率ρの調整に よる

（式4）。

　第2 に、推定個体群サ イズB ，st が 、　B，nd ＜Best〈Blとな

る よ うな場合、 次式 （8）を用 い て個体群サイズ に応 じ

て衝突率s を衝突係数Fだけ低減する （基準b1）。

F ；mczx ［（1
− F ＊

）（B、st
− BI）／（B 一 B、nd ）＋ 1，

0］ （8＞
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100　　　　　　　　2DO　　　　　　　　300

　 推 定個体 群サ イズ（B，，t）
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図 2　推定個体群 サ イズ BeSiと衝突係数 F。こ こ で は保護増殖

　 措置導入基 準 Pc ＝0、90、　F ＝0．60 とお い た 。　A 〜BI ：許

　 容衝突数 − 。、a、に よ る 衝突係数 F の 適用範 囲、　B2　
一一c ：保

　 護増殖措置 c の 適用範囲 （管理シ ナ リオ a，b 共通）

た だ し、0 ≦F≦ 1

　こ れは松田 （2004）によ る漁獲資源量管理案 と同
一

で

ある 。 常に資源量を監視 （推定）しなが ら、漁獲係数 （漁

獲圧）を調整し、許容漁獲量 を見直す順応的管理手法の

ひ とつ で ある 。

　こ こ で 二 つ の 管理シ ナリオを想定 した 。 衝突係数の 最

小値F ＊

を o に す る場合 （管理 シ ナ リオa） と、何らかの

理由で最低稼働率p
＊
が存在する場合 で ある （管理 シ ナリ

オ b：F ＊ ＝F（p
＊

））。 個体群サイズ の 減少に伴い 、前者は対

象種 の 飛翔時期 に施設をすべ て 停止 し （F ＊
＝ 0）、衝突

が ゼ ロ に なる の に対して、後者は最低稼動率を維持し続

け る の で 、衝突事象は ゼ ロ に な らない 。

　保護増殖措置の導入は、稼動率pが、あらか じめ 定め

た保護増殖 の 開始稼動率ρc以 下 とな っ た 時に 開始する

（基準b2）。管理 シ ナ リ オ a の場合、保護増殖措置c を導入

しつ つ
、 衝突係数F を0 まで 下 げる 。 こ れに対 して、管

理 シ ナ リオbの 場合、c を導入するが衝突係数はF ＊

（p
＊

）よ

り下げない （図 2）。

個体群サイズの推定

　モ ニ タ リン グに よ り、推定個体群サイズBeSt（t）を得る。

推定誤差dを伴うの で、以下 の 式に従 うと仮定する 。

B・・t（t）　
＝

　B（t）
・d＝B （t）

・
ε3 （9＞

　ε3 は、正規分布N （O，
σ 3）に従う確率変数で あ り、σ 3 は

個体群サイズ の推定誤差の標準偏差である。

発見数か ら衝突数 （率）の推定

　死骸調査 に よ る発見数∫（t）は、以 下 の よ うに記述 さ

れ る。年間衝突数X（t）の ときS（り個体発見で き る確率

Pr（S（i）IX（t））は、二 項分布確率に従うもの と して 以下 の式

で得る。

P・（S（脚 ））蘭 C，（，ゾ
s〔り

（1の
飼 （10）

　た だ し、f＝ ノi’f2とし、　fiとf2は それぞれ踏査域内発見

率と踏査域内死骸遭遇率を表す （fi、　f2に つ い て 0 ≦蚤≦

1）。 また、f2＝d1！d2で あり、 dlとd2は それぞれ死骸の消

失日数と死骸調査間隔日数で ある 。

　発見数3（t）から、推定衝突嬲 、ご（りと推定衝突率s。、t（t）を

得 る た め、2 通 りの 推定法 を考える 。

　第 1に、発見数S（りを遭遇鞨 の 逆tUd21d1で補正 して推

定衝突凱 ，∫（りを算出 し、年平均衝突率 s ，，t（りを推定す る 。

た だ し、発見率五を 1、消失日数dlを既知と仮定して い る 。

− est（り
＝5（り

・
（d21dl）

Se ∫t 
＝＝　Xest（t）IBest（t）

（11）

（12）

　t年におい て 過去n年間の 観測結果から求める場合、以

下の 推定式を得る。

Sest（t）
＝
（1！n ）Σ t−n＋1tXest（り！（11n）Σ切 ＋ ltB ． t（り （13）

　第二 に 、 最尤推定を用い て 、 よ り安全側に配慮し た

推定衝突率を得る こ とと した。真の 衝突数をx（t）とする

とき、 発見数が S（t）以下 とな る 累積確率を求め 、 それ が

0．05 と な るX （t）を推定衝突数とす る 。 すな わ ち

Pr［（照’）
＝s（t））］＝Σン

＿os（
t）
Best〔り

（ryfy（1：〆）
Best（り一y （14）

ただ し、こ こ で は厂≡3 ，，ご（り浦
’f2である。 こ の 累積確率

Pr ［X （t）
＝S（り］

；0，05 とな る 推定衝突率Sest（t）を求め る 。 推

定衝突飆 、ガα）
＝＝s 。、t（t）F（lp（t））B 。、t（t）で ある 。

　 t年におい て過去n 年間の 観測結果か ら求め る 場合、

P 尸［（x（t）；St（り）］＝Σ
尸 o

∫＊（り
β

＊

鯉 （∫）（》
ア

（1ゾ）
β跚 （リツ

　　（15）

ただ し　酵（り
＝Σ t．n． 1ts（t）
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Xes、（t）　’　s ，、tの
・P

＊

 
・B＊

e，t（り

P
＊

（り
＝
（1／n）Σ萌 ÷ltp （つ

B
＊

est（り
ニ
（11n）Σ t．n＋ ltBest（り

定個体数の 60％信頼区間 の下限である 。

IV。 、n
− N ！・xp （0，842（1・（1・C〆））

且／2

） （20）

　さて 、個体群サイズB を一定とおけば、衝突率s の とき、

t年間に延べ X個体衝突する確率Pr〔め 、　S個体発見で きる

確率お よび 推定衝突率 Sestは 解析的に得 られる 。

　t年間に延べ Y個体衝突す る確率Pr（濁 は、式 （2）から

Pr（e −♂λソ ・1

ただ しλ＝s ・P ・B ・t

（16）

とな る。こ れ にS個体見つ ける確率Pr（SI 拘（式 10）を乗

じれば、t年間 で延 べ X 個体衝突 し、　 S個体発見す る確率

が得 られ る。すなわち

P継）
・Pr（sl め （17）

tが有限なの で衝突獄 も0〜Xmax（上限） と仮定する 。
　t

年間でS個体発見する確率Pr（3）は 、 衝突tw　O　− Xm　
。。に お

い て、S個体発見する確率の 総和である 。

Pr（S　＝　Pr（s　l　5）＋Pr（s　l　S＋1）＋．．＋Pr（S　l　Xmex）
　　 ＝Σ x＝sxmaXPr （Slx ）

・Pr（x） （18）

　一方、t年問で 3個体発見 した場合、衝突率s の 推定は、

前述 の 2手法で 得 られ る （式11　・一　15）。 これから年毎 の

推定衝突率s 。、 tt その 生起確率Pr（S）の 散布図を作れば、

推定法別の 推定傾向が俯瞰 で きる 。

許容衝突数

　許容衝突拠 。。 と して、潜在的生物学 的捕獲i数 （PBR ；

Potential　Biologival　Remova1）を用 い る。　PBR は、米国国

家海洋漁業局 〔NMFS ）と米国海洋大気庁 （NOAA ）が、

海洋 ほ乳類保護法 （MMPA ）の 第 117項 （Section　ll7）

に準拠する 目的で、どの 程度 の捕獲が許容されるかを推

定す る ため に 開発 した もの で あ り、最適かつ 持続可能な

海洋ほ乳類資源の維持 の ため に、個体群から捕獲 （除去）

で きる数の 上限 と定義され る （Barlow　et　al．1995）。すな

わち、以下の ように表され る 。

Xmax ＝ Nmin’0，5 ・Rmax’Fr （19）

た だ し、1＞han｝Sある資源 （stock ）に お い て 対象動物の推

Rmaxは純生産速度で あり、通常は、　Rmar＝0．12 （鰭脚類）、

O．04 （歯ク ジ ラやマ ナ テ ィ）などと設定される。 また、

CV は 個体数変動の 変動係数を表す。

　Fr （Recovery　Fac重or）は、適正 に維持 される個体群水

準 （Optimum 　Sustainable　Population　levels）を達成する た

めに用 い られるもの で、endangered 　species （絶滅危
」
［具種）

につ い て は0．1、枯渇した （depleted）も しくは絶滅の お

それ の あ る （threatened　species ）種、不明種に つ い て は

0．5を与える 。

　IUCN に よ る オ ジ ロ ワ シ の 評価 はLC （軽度懸念）で あ

る こ と （http：〃www ．redlist 、org1 、2007105126確認）、また

世代時間が 比較的短く、 鰭脚類に近い こ とから、 本稿で

はRmax＝O．12、　 Fr＝0．15を用い た 。 こ の 後に述べ る よ う

に 、 欧州の データか ら得た 生存率と知床で得た繁殖率か

ら求めた増加率は年O．0357〜O．1191で あり、密度効果を

考慮すれば 、 Rmaxは こ の 程度と考えられる 。

管理 の 実際

管理 の対象種と個体群パラメ タ設定

　管理 モ デ ル の 対象種を、越冬期に 日本国内に渡来する

オ ジ ロ ワ シ と定義し、管理 モ デル の 構 築に必要な個体群

パ ラ メ タを推定し、管理基準を定める こ ととした。 また、

管理 モ デル 上で 、衝突係数 （稼動率）調整を行 う施設数

を25g基 と した 。 こ れは2005年度末に おける北海道内施

設 の 総数で あ る。越冬期 の オジ ロ ワ シ は北海道以南の本

州にも渡来 し、風力発電施設 も日本全 国に分布して い る

が、こ れまで 発見報告された衝突事故は北海道内に 1垠ら

れ て い る こ とか ら、北海道内の施設を対象とした。

　オジロ ワ シ の環境収容力κにつ い て は、BirdLife（2002）

と環境省 （2002b）を参考 に した。前者 に は ロ シ ア （ア

ジ ア域）の 推定個体群サイズ （2，000個体）の記載があ

る もの の、個体群動態 の 傾向は示 さ れ て い ない 。一
方、

国内 に おける推定越 冬数は、1991年に 560〜700 （環境

省 1991）、1999年に 550 〜850、営巣数は 「1990年代 に

入 っ て や や増加傾向」（環境省 2002b）とある こ とを踏

まえ、550〜850の 範疇にある もの と した 。 なお管理モ

デ ル は雌個体数の み を扱うこ とか ら、K を半分 （112）の

275〜425 の範疇で、350を平均と し標準偏差を75〆4 とす

る正規分布N （350，
75！4）に従うもの と した 。 なお 、初期
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個体群サイズB（0）もN （350，7514）に従うもの と した が、

B（0）＞K の 場合 は、B （0）＝K と した。

　オジ ロ ワ シ の 成長率とその年変動は、ブ
ー

ッ ス トラ ッ

プ法 を用い て 、平均 r
＊

と標準偏差σ1の デ
ー

タセ ッ トを作

成 した 。 そ の 手順 は以下 の とお りで ある 。

　BirdLife（2002）に よれば、オジロ ワ シ の 繁殖開始 は通

常満5歳 （暦年 6年）で ある。 そ こ で 、0〜5歳 まで の 生

存率を （9」。venii ，）、5歳以降を （g。d。it）、その繁殖率 （br）

とし、レス リ
ー

行列 （L）を以下 の通 り記述 した 。

L ＝＝

0

哩
0000

9

　 0

　 0

哩
μ ’」2r8

　 0

　 0

　 0

　 0

　 0

　 0qj

“、
・enii［’

　 0

　 0

　 0

　 0

　 0
　 09

／u．e。ile
　 O

00000q

／uりeniie

brOOoOgatiuh

（21）

　オジ ロ ワ シ の 生存率に つ い て も、BirdLife（2002）に 4

地域 （ノ ル ウ ェ
ー

、
ス コ ッ トラ ン ド、 ブ イ ン ラ ン ドお よ

びス ウ ェ
ーデ ン）の 記載があり、それ ぞれ ノル ウ ェ

ーで

90〜95％ （Nygrad 　et　al，2000）、 ス コ ッ トラ ン ドで定着

前73〜75％ と定着後94〜97％ （Green　ct　al．1996 ： ただ

し放鳥に よる再導入）、 ブ イ ン ラ ン ドで 86〜98％ （Saurola

et　al，　in　press）、ス ウ ェ
ーデ ン で 91〜98％ （Heland 。r　in

press）であっ た 。 国内にお ける オジ ロ ワ シの 生存率に関

す る 知見 は見あ た らなか っ た 。

　繁殖率につ い て は、白木 ・
中川 （2005）を参考に し

た 。 1988年〜2003年にかけて 知床半 島の llつ が い の オ

ジ ロ ワ シ 調査か ら生産力を求めて い る。 生産力は巣立ち

数／（繁殖成功つ がい 数 ＋ 失敗つ がい 数）と定義 されて お

り、上記 の 繁殖率brと 同義と考えられ る 。 16力 年 の 生

産力 を図から読みとると、1988年から2003年にかけて、

J「［頁　　｝こ2．0、　0．5、　1．0、　1．0、　LO、　2．0、　L7、　1．5、　1，0、　0．4、

1．5、0．65、0．5、LO、1．0お よび 1．0で あ っ た。 さ らに彼

等は 11つ が い の うち 1988〜2002年まで 連続観察で きた

4 つ がい の繁殖率を前期 （1988〜1995年）と後期 （1996

〜2002年）で 比較 したとこ ろ、前期92．9％、後期 61．7％

と低下傾向が み られ た と して い る （た だ し統計的検定は

行 っ て い ない ）。 その要因と して 、 営巣地周辺の斜面崩

落工 事等、人 間活動に よ る か く乱 を 想定して い る 。

　これ ら生存率と繁殖率お よ び式 （21）の レス リ
ー行列

モ デ ル を用 い て、100年間の 数値計算を行 っ た 。 安定齢

分布 （合計350個体）計算を開始し、初期齢分布の 影響

を避 けるため50年 目か ら 100年 目まで の 個体数変 動か

ら、試行n、時刻tに おける増加率r（n ，t）を求め た。生存率

と繁殖率 の 数値 は毎年乱数 を用 い て 引 き直 し、生 存率

は 区間推定値 の
一

様乱数、繁殖率 は低下 した と され る

1996〜2003年の もの を用 い た 。 い ずれ も繰 り返し抽出

を許 して い る 。 次式 （22）に よ り試行 n におけ る平均成

長率rn と標準偏差σ n を求め た。

rn ＝log［（B〔n，100ゾB（n，50））］！50

ア（n，t）
＝log［B（n，り1B（n，t−1）工

σ。一｛（正150）Σ。 ，。
1°°

［・（n，t）
− fn］

2

｝
’f2

ただしfはr〔50）．，．r（1。o）の 平均値。

（22）

　試行数n に よ っ て 得 られた平均成長率 rn と標準偏差σ ，

の デ
ー

タセ ッ ト群か ら、正規分布N （r
＊

，σ
＊

）に従 う乱数を

G個 （G世代分）発生 さ せ 、σ個 の デ
ー

タか ら自己相 関

係数Plを得た。

r
＊ 三

（11n）Σn鬲で［rn］
σ

＊＝
（11n）Σ n＝ln［σ n］ （23）

　計算機実験で は、試行毎に平均成長率rn と標準偏差σ 。

に従う乱数をσ個発生させ、ρ1 を反映させた （式 D。

　得られ た成長率は 、 そ れ ぞれ ノ ル ウ ェ
ー （平均O．0998，

標準偏差0．0053）、ス コ ッ トラ ン ド （0．0357 ，
　O．00406）、フ ィ

ン ラ ン ド（0．09475，0，00595）お よびス ウ ェ
ーデ ン（0．11913，

0．00540）で あ っ た。こ れ か ら計算機実験で 用 い る 成長

率は、  最低の ス コ ッ トラン ド （成長率シ ナ リオa ）、 

そ の 次に低 い フ ィ ン ラ ン ドの もの を用 い る こ ととした

（成長率シ ナリオb）。

　モ ニ タリン グによる個体群サイズ の 推定誤差dは、以

下 の 手続きで 求め た 。 オ ジ ロ ワ シ 越冬個体数の 推定値B

は、観測結果B 。stに基 づ くもの と考 えられる。 両者の 関

係は式 （9）を用 い た 。

　B につ い て は （環境省 2002b）の 推定越冬数 の 550〜

850の 中央値700 を採用 し、BeStに つ い て はオジ ロ ワ シ 地

域別個体数 （オジロ ワ シ ・オオ ワ シ合同調査 グル
ー

プ

lg96）をブー
ッ ス トラ ッ プした。こ れは 1985年〜96年

に か けて の オ ジ ロ ワ シ ・オ オ ワ シ
ー
斉調査結果 に よる も

の で ある。調査は、原則 とし て 1980〜96年の 2月中下

旬に実施され、調査区域 は 当初道東区域だけだ っ たが、

1985 − 96年は北日本52〜109調査 区に設定された。調

査 は双眼鏡 と望遠鏡を併用 し、 目視に よ りワ シ類の数を

種別、年齢 （成鳥、幼 ・亜成鳥の 2 区分）別に調査 した

とされる。 越冬数の ピー
ク と想定される2月の調査結果

は、562 （85年）、701 （86）、391 （87）、191 （88）、338

（89）、451　（90）、368　（93）、439　（94）、 546　（95）、 657　（96）
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図 3 エ ン ドポ イ ン ト設定 の た め の オ ジ ロ ワ シ個 体数の 出現確

　 率。（個体 群計算 に よる 21、22 世代の 平均個体 数の 出現率を、

　 ある個体数以下 の 出現確率で示 した。）

で ある 。 91年は悪天に よ り調査精度が落ちた とさ れ、g2

年は調査を実施しなか っ た こ とから除外し た 。 その 結果、

確率変数ε3 は正規分布N （0．665，
0．210）とみな した が 、 観

測結果B 。、tは過小推定になる こ とを示唆 して い る 。 その

ため平均値 0．665で割り戻し、 こ れ をモ ニ タ リ ン グ に よ

る観測値B。，t と した 。

間隔とした。

　許容衝突数lmaxは、過去 6年間の 推定個体群 サ イ ズ

B。、t6
＝・（116）Σ♂β。，，（t）か ら前述 の式 （19）、（20）を用 い

て求め た。

Xmax＝Best6／exp （0．842 （ln（1＋Cグ
2
））

li2
）
・05 ・0，12・O．5 （26）

オジロ ワシ個体群 の管理基準

　個体群は、自然増加率の 不確実性か ら、自然状態で も

減少する可能性があ る 。 自然変動幅の 下限をBlとす る 。

風力発電が稼働 し衝突 が 発生 す れ ば、減少す る リス クは

増加するこ と にな るが、それを避ける こ と と し、これ以

上減少 させ ない 個体数基準 をエ ン ドポイ ン ト （B 、nd ）と

する。

　Bl、　 B ，nd を求めるため計算機実験 を行 っ た。 初期個体

群β（0）と環境収容力K は、前述 の とお りN （350，7514）と

した。Blを得る ための b1は、60％信頼区間 の下限とした

（10，
000回 試行中、出現頻度 2

，
000回 の個体数）。前述 の

許容衝突数PβR にお い て も、推定個体群サイズ を60％信

頼区間に置い て い る こ とか ら、こ れ を自然変動幅下 限 と

み なすこ とは妥当と考えた 。 エ ン ドポイ ン トB、，dを得る

ため の b，nd を 99，9％区間下限値 （出現頻度5回）とした 。

　計算 の 結果、bl ＝ 277／350 ニ 0．79、　bend＝ ： 1371350 ＝

0．39 とした （図3）。 すなわちB1、
エ ン ドポイ ン トB。 nd 、

は 以 下 の 式で あ らわ す。

B ． t
＝B ・ε310．665 （24）

　計算機 実験 で 用 い る入力衝突率 s は以下 の 手続 きで

得た。オ ジ ロ ワ シ が風車へ 衝突した と推定され る 事例

は2004年 2月〜2007年 1月 の 丸 3年間 で 7個体 で あ る。

式 （15）よ り消失 日tWdi＝5日 間、死骸踏査間隔 日数

d2≡30 日、ρ（り
≡1、　fiニ1、　B（りは 自然 変動 の 中央値

700 と し、f＝s
、st　
’fl’f2＝s。，t・1・（5130）と お き、累積確率

Pr［X （t）−S（り］
＝0．05となる推定衝突率 s 、、t（t）

＝O．0376を得

た。すなわち

β1
ニ
（1！5）［Σ 15Best（り】

・わ1

βe層
＝
（115）［Σ 15βε3ゴσ）Pわen ゴ

（27）

（28）

　計算機実験で は 二 つ の 成長率 シ ナ リ オ a、bを用 い て

い るが、い ずれの シ ナ リオにお い て も、シナリオaの B 且、

B 、nd を用い た こ とに留意された い 。

　保護増殖政策で導入す る値 c は、稼働 開始時か ら計画

見直時 まで の 推定衝突率∫ （個体件 ）とす る 。 た だ し、e

値 は 56つ が い を上限 と して い るため、上限値 c1 が存在

し、かつ 個体群サイズに依存する こ とが予想 される 。

Pr（双’）＝s（t））＝Σ
尸 07700．3（孜〆

ア

（1ゾ）
700『3ツ

r 。。．，C♂（1の
7°° ’3’°

＋・一 ＋，。。・，C，∫
7
（1の

7°°’3’7
（25）

　計算機実験 に お ける死骸調査 に つ い て、衝突 した個体

は踏査範囲に落下 し、残存 して い る場合は発見で きる も

の と した 。 踏査期間は通年 （365 日）と した 。 死骸 の 消

失日数dlは 5 日間とし、死骸調査 の 間隔 日tWd2は、30 日

c ・・s ただし、c＞ Cl の 場合、　 c ニCI （29）

　前述の 白木 ・中川 （2005）で、比較的良好とされた前

期 （1988〜1995年）の 繁殖率に 着 目 し、保護施策を実

施す るこ とで 前期 の 繁殖率に回復させ る こ とを想定 し、

次の 手順で Cl を求めた。

　総個体数350 の安定齢分布を構成 して い る オジロ ワ シ
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島田泰夫 ・松田裕之

個体群 （繁殖個体数nb 。，ed 、平均繁殖率bg6．。2）を想定する。

繁殖個体数nb ，eed の うち56個体に保護策を実施 した と こ

ろ、繁殖率が前期繁殖率 （brss．g5）に増加 し、残り （nb ，eed 　墜
一56）個体は従来の 繁殖率 （brg6−02）を持つ と仮定 し、　 靉
繁殖個体nb ，eed の 平均繁殖率brを再計算 した 。 前述 の 成長

率の 手続 きと同様 、 ブ
ー

ッ ス トラ ッ プ法によ り繰 り返 し

抽 出を許 して い る 。 平均繁殖率brは 次式を用い た 。

口円，
O　口
N、
ロ

　ロ尸．ロ　ロ
9口

発見数

口 oe 口．口5 　 O．1旧

推定衝突車

O．15 O、20

補 正 発見 数

ゐr − ［＠翩
一56）1nb，、。d］

・bg6．。2 ＋ （561ηδ副
・わ88．95 （30）

　式 （2D の レ ス リ
ー

行列 を用意 し、生存率 シ ナリオ

a、bを用 い た 。 そ の の ち固有値を求め て 成長率 を求め、

こ れ を 1，000回繰 り返 して 平 均成長率R2 を得た。 安定

齢分布を想定して い るため シ ナ リオaの 総個体数 はB ≡

（3501164）・nbreed、シナリオbの 総個体数β＝
（350！147）・nb ，eed

で 得 られる 。 164と 147は、そ れぞれ総個体数350の 安

定齢分布における繁殖個体数 で ある 。 最終的 に 個体数β

か ら成長率の 差分 （c ＝R2−R1）と して 累乗回帰式を作成

した。こ こ でRl は前述の シ ナリオaお よびbの平均成長率

r
＊

で ある 。

ロ円、ロ
ロ
N、ロ
ロ「
O

掛
階
剿
灘

コロ．ロ

ロ
n ．
DON

．ロ
　

ロ「．
口

骭
蟹

酬
鋸

ロロ，口

口．脚 o．e5 　 旧1囗

推定衝突車

尤度

囗．15 D．20

囗．oe P、D5 　 010

推定衝突率

015 口 20

　 　 　 　 　 　 　 ・0．6552
c ＝min（0．6318B（t）

　 　 　 　 　 　 　 ・0．812
c ニmin（2．1066B（t）

，0．0284）…シ ナ リ オa の回帰式

　　　　　　　　　　　（31）

，O．0395）…シ ナ リオbの回帰式

　　　　　　　　　　　（32）

図 4　発見 数か ら推定衝突率の 比 較。 発見数の み の推定 （上）、

　 発 見 数 を補 正 （中）、尤度推定 （下 〉。 衝突率、踏査間隔 日

　 数、死 骸消失 日数などは本文を参照。図中、破線は真 （入力）

　 の 衝突率。

計算機実験

　管理 の計算機実験を行うに先立ち、前述した 2つ の 衝

突率の推定法を比較し、 計算機実験で 用 い る推定法を定

め た 。 個体群サイ ズB（り
＝350個体、衝突率 s ＝0．0376個

体〆年 、 消失日数diは 5 日間 、 踏査間隔d2は 30 日間とし、

毎年 、 推定衝突率 s ， ，tとそ の 生起確率 を推定法別に求 め

た （図4）。 図中には参考として 発見数S（t）を用 い た推定

衝突率 Sest（t）
ニS（t）fB、、t（t）も併 せ て 示す 。 そ の 結果、発見

数に よ る推定の 生起確率の ピー
ク は、入力衝突率 と比べ

過小推定で あっ た 。 補正発見数による推定は始め の数年

は 過小推定で あっ た もの の 、時間経過 と と もに真 の衝突

率 に漸近 した 。 尤度推定に よるもの は、時間経過 ととも

に真 の 衝突率に漸近 したもの の、過大推定の傾向があっ

た 。 以上 の結果から、計算機実験 で の衝突数の推定法は

補正発見数を用い る こ ととした。なお尤度推定の特徴と

して、未発見であっ て も有限衝突率が得られ る点を指摘

して お く。

　管理 計画 は 3年毎に見直さ れ、そ の 後3年間 の 衝突係

数Fと保護増殖措置e の 導入を定め るもの と した 。 こ れ ら

の 手順は前述 したとお りであるが 、保護増殖措置の 導入

条件に 「既 に導入 され て い た場合 、 更に3年間実施する

こ と」を追加、すな わ ち最低 6年間 は継続す る こ と と し

た 、

　管理計画見直 し時に、次に述べ る  
〜
  の 情報 を求 め

た。  過去 6年間の 平均個体tWBes、6、  許容衝突飆 。。、

  推定衝突飆 、，（稼働開始時か らの 発見数に基 づ く推定

値）、  推定衝突率Sest（  か ら求めた衝突率）。

　オジ ロ ワ シ の推定個体数 は、1999年当時 の 越冬数が

推 定 550 〜850とされ （環 境省 2002b）、そ の 5年後 の

2004年に 苫前町 で 2個体の オジ ロ ワ シ 死骸が発見され

た。こ れを勘案し、1〜5年は事業計画期間とし、個体

群サイズBest（t）を推定し、個体群変動の 下限値B1 とB2 を

定め た 。 6年次か ら事業を開始し8年の終了時に おい て、

推定個体群サ イズB。、t、衝突pmest（t）と衝突率s，st（t）を推定

し 、 許容衝突凱 毋 か ら、 基準a
〜bを判断 し、 翌 3年間

（9年目
〜 ll年目）の 管理計画 （衝突係数Fの 調整、保護
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増殖措置c の 導入）を決定した 。 以後、3年毎に計画 を

見直 し、稼働期間が 17年に達する まで （計画期間を併

せ て 22年間）繰 り返 した 。 なお、減価償却資産の耐用

年数が 17年とされ る こ とから （「風力 ・太陽光発電シ ス

テ ム の耐用年数に つ い て」（http：〃www ．nta ．go．jp！category ！

tutatU！shitsugi ！houjinfO5112．htm 、 2007〆5〆23確認）、 稼働期

間は 17年間 を採用 した 。

　成長率シ ナリオ は前述の a （ス コ ッ トラン ド）とb（フ ィ

ン ラ ン ド）の 2通 り、保護導入 を開始する稼動率基準Pc

は、0．75、0．80、0．90、0．99の 4通 り、こ れに管理 シ ナリ

オ a、bを考慮 し、延 べ 14通 りの 計算を行 っ た （本来 は

16通 りだが、F ・・max ［4p・3，0］
＝4 ・O．75−3 ＝：0よ り、p 。

・＝

0，75は管理 シ ナ リオa、bとも同
一条件となる）

　管理計画 の もとで 制御される個体群を管理個体群と呼

ぶ 。 比較 の ために、事業の 影響を受けない 個体群 （自然

個体群）、事業に よ りバ ー
ドス トラ イク が発生 して も、

管理 しない 個体群 （放置個体群）につ い て も計算を行 っ

た 。 計算の 試行回数は 10，000回 と した 。

事業採算性の検討

　管理 モ デ ル は稼動率、すなわち設備利用率を調整する

ため、事業採算性の 悪化が懸念 され る。管理 に よる おお

まかな事業採算性 を検討す る ための 基礎資料 を表2 に示

す。「日本に おける都道府県別風力発電導入量」（http；〃

www ．nedo ．go．jp！enetai ！other ！fUuryoku！todoufukenmichiran．

pdf．200710311確認）に よれば、北海道で稼働する風力

発電は 2006年 3月末で 259基 、 設備容量は 241
，
455kW で

ある。施設 の 設備容量は大型化 して い る が、こ こで は モ

デ ル ケ
ース と して 1

，
000　kW の施設を想定した 。 北海道経

済産業局 （2005）と北海道産業保安監督部 （2006，2007）

に よれば、 平成 15〜17年に おける道内の 風力発電の 稼

働状況 が整理 さ れ て お り、 月別設備利用率 は 図 5 に示す

とお りで ある 。 ブ ー
トス トラ ッ プ法に よ り各月 の 最低

〜
最高利用率か ら

一様乱数を用 い て 17 ヶ 年 の 月別利用

率Um （y，m ）（た だ しy≡ 1〜17年、　 m ＝1〜12暦月）を得

た 。 そこ から、 t年における 設備利用率Uy （’）（f年）
＝
（1112）

・

Σm −1i2Um （t，m ）、さらに稼働期間における設備利用率u （！稼

働期間）
；
（1〆17）Σ，；117uア（t）とした 。 そ の 結果、設備利用

率 （％1年）は平均 21．9％ と推定 され た 。

　オジ ロ ワ シ は 越冬期間 （11月〜4 月）にお い て、日出

か ら日没 （昼間 12時間 を 想定）飛翔 し、こ の と きに衝

突が発生する と仮定する 。 そこ で オ ジ ロ ワ シ管理対策に

よる設備利用率 （1年）Uay を月別設備利用率 Um （tl，t2）と衝突

係数F（tl）の 積で あらわす。 越冬期間の 昼間 に 限 り、従来

の月別設備利用率ermに衝突係数F を反映させ 、夜間は従

来の設備利用率Um で稼働する 。
　 t1年に お ける管理対策用

設備利用率u
． （t年）は

u
． （t）＝（lt12）｛Σ m ＝sleu ． （ら燗 ）

　　　＋Σ m＿i14u ． （t，m ）（（1−F（t）・9＋F（t））｝ （33）

た だ し、 tコは暦月 、
　 dは 飛翔時間に よ る補正 で あ り、12

時間飛翔の た め、g＝（112）と した 。

　稼働期間における管理下 の 設備利用率 （〆事業期間）Uc

は、第1回 の 稼働管理計画 の 見直 しを3年目終了時とし

た か らUc ＝（V17）［2tl−13uア（t1）＋ Σ tl−417u ・y（tl）］

　売電価格 は、公募条件 に よっ て異なる ため、kWh あた

り9円、10円、11円の 3通 りとした。売電価格 と発電 コ

ス トの差 を損益 とみ なして 、両者が等しい 場合を損益分

岐点とした。新エ ネ ル ギー・産業総合開発機構 （2005c）

は、発電 コ ス トを得るための計算式を示して い る 。

発電 コ ス ト （円〆kWh） ＝

健 設コ ス ト× 年経費率 ＋ 運転保守費）1正味年間発電量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （34）

年経費率＝mr1（
　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　一n
l− （1

−
（1 ＋ り ）、

　　　　　　　　　　　　 mr ：金利、　 n ：耐用年数

また建設単価は 、 「2000年 3月末まで の NEDO 補助対象

事業に お ける風力発電シ ス テ ム の 建設 コ ス トは、500

kW 以下 で は 30〜65万 円1kW、ウイ ン ドフ ァ
ー

ム 等 の

750 〜3，000　kW の 範囲で は 25〜30万 円1kW、20，000　kW

で は約20万円1kW」として い る 。 北海道における風力発

電施設 は その 大半が ウィ ン ドフ ァ
ー

ム に属するこ とか ら

（北海道産業保安監督L部 2007）、建設単価 は25万円1kW

と した 。 維持管理費用 も、新エ ネル ギ
ー・産業総合開発

機構 （2005c）に よれ ば 100万〜300万円t基1年として い

る こ とか ら200万 円〆基〆年 とした 。 事業へ の補助制度（率）

は多岐にわ た るが、関係者 の 聞き取 り等から建設費用 の

（113）× 0．8補助 と した 。 諸税、系統連結費用ならび に送

電線敷設費用 は考慮 しなか っ た。耐用年数 （； 返済期間）

は 17年間、金利 4％ とした 。 こ れらか ら、売電単価 9円、

10円お よ び ll円で 損益分岐とな る設備利用率はそれぞ

れ、ugzl9 ．4％、　 u1 。
＝17，4％ およびor11＝15．9％ である

（表2）。

　管理下 の 設備利用率Uc と損益分岐とな る設備利用率

（blg〜11）を比較する こ とに よっ て、事業の採算性を評価

した。評価 に あたっ て、  個体群 の衝突リス ク管理 の点
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表 2．事業採算性評価 の た め の 基礎資料 。

モ デル ケ
ー

ス 損益分岐 備考

a．定格 出力

b，建設 コ ス ト

c，総建設コ ス ト

　　d．建設補助率

e．総 建設コ ス ト （残額）

kWt基

千円1kW

千 円1基

（113）xO ．8

千円1基

　 1，000
　 250250

，000
　 0，267183

，333

　 1，00e
　 250250

，000

183，333

　 1，000
　 2SO250

，eOO

183，333

　 1，000
　 250250POO

183，333

　 a

　 bc
＝a・b

　 de

＝c冒（1−d）
9，年経費率

　　h．年経 費率r

　　i．年経 費率 n

j．運転保守費

借り入 れ金利％

而†用年 数　（年）

千 円1基

0．082D
，04

　 172DO

0．0820
．04

　 17200

0，0820
．04

　 17200

0．082　　　　g＝h1（1−（1＋g）
八

（
−」）

0．04　　　 　　　 h

　 l7　　　　 　　 1

200　　 NEDO 試算値

k．正味年間発 電量

1．定格 出力

m ，想定設備利 用率

　n ，利用可能率

　。．出力係数

p．設備利用率（損益分1岐点）

r．発電 コ ス ト

s．発 電 コ ス ト

年 

盥

％

％

千円〆kW

円1kW

1，926，026

　 1，000
　 0．257
　 　 0．95
　 　 0．9
　 0．220
　 0．008
　 7．928

1，696，637

　 1，000
　 0．227
　 　 0．95
　 　 0．9
　 0．1937
　 0．009
　 9，000

1，526，973

　 1，000
　 0．204
　 　 0．95
　 　 0．9
　 0，1743
　 0．010
　 1α000

1
，
388，157

　 1，000
　 0．185
　 　 0．95
　 　 0，9
　 0．1585
　 0．OU
　 l正．000

k＝卜　8760　
鹽
p

　 　 l

　 　 m

　 　 n

　 　 QP

＝m ’n ’o
　 　 r8
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図 5　設備利 用率の 月別 変化 （北 海道、平成 15〜17年）。北

　 海 道経 済産業 局 （2005）、北 海 道 産 業保安 監督部 （2006，

　 2DO7）よ り作成。

か らエ ン ドポ イ ン トの 達成率と、  Uc ＜ org．一一Ull と なる確

率 、 すなわ ち事業の 破綻率 を比較 した 。 そ の の ち、こ れ

ら二 つ の 条件を満足 した管理条件 につ い て検討を行っ た。

感度分析

　管理モ デ ル の 感度分析 を行 っ た。変化させ る パ ラ メ タ

は、実際 の衝突管理 に役立 て る こ とを想定 し、以下 の 4

項 目と した。  環境収容力κ を10％増加 させ る、  個体

群 サイズ の推定誤差 を 10％小 さくする 、   死骸調査日

数を 10％短縮する （30 日 → 27 日間隔）、   保護増殖措置

に よる 成長率の増加分の 上限値を 10％ 上げる 。 成長率

シ ナ リ オは前述 の a（ス コ ッ トラ ン ド）、保護導入 を開始

する稼動率基準ρ、は0．75、管理 シ ナ リオaとし、こ の ほ

かの 管理条件は前述 の計算機実験 と同
一と した。

結　果

図6 に 、 管理終了時 （21〜22年時）に お ける個体数

分布 （箱ひ げ図）を示す。そ れ ぞれ最大値 （15x 四分位

範囲）、 第1四分位 、 中央値、第3 四分位お よ び最小値で

あ る 。

　 成長率シナ リオa （ス コ ッ トラ ン ド成長率）につ い て み

る と、中央値の 最大 は 、 自然個体群 （図中番号 1）に よ

る もの で 344個体とな り初期個体数 （平均325個体）を

やや上回っ た 。 次 い で管理 シ ナリオa に よ るもの が続 き、

保全措置 の 導入基準pc＝99％ （同 6）が 251個体、90％ （同

5）が 241個体、80％ （同4）が 234個体 で あ っ た 。 管理

シ ナ リ オa、b共通 と なる75％ （同 3）が 233個体で あっ た 。

それ以下はすべ て管理 シ ナ リオbに よ るもの で 、最低稼

動率p
“ ＝80％ （同 7）が 230個体、90％ （同 8）が 221個

体 、99％ （同 9）が 204個体 で あ り、最小 は放置個体群

に よる もの （同 2）202個体で あっ た。

　成長率シ ナ リオb（フ ィ ン ラ ン ド成長率）に つ い て も傾

向は変わらなか っ た。中央値の最大は、自然個体群 （図

中番号 1）に よ る もの で 347個体、初期値 （平均 325個

体）を上回っ た。次い で管理 シ ナリオ a に よる ものが続き、

保全措置の 導入基準ρc
＝ 99％ （同 6）が 288 個体、90％ （同

5）が 275個体、80％ （同4）が 268個体で あっ た。管理
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図 6　計算機実験結果 （21 〜22 世代の 平均個体数、成長率シ

　 ナ リオ別、箱ひげ図）。 図中横軸は管理手法を示して お り、1）

　 自然個体群、2）放置個体群、3）管理 シナ リオ共通 75％、

　 4）管理 シナ リオ a80 ％、5）同 90％、6）同 99％、7）管理

　 シ ナ リオ b80％、8）同 90％、9）同 99％

シ ナリオa、b共通 とな る 75％ （同 3）は 267個体で あっ た 。

それ以下はすべ て管理 シ ナ リオbによ る もの で、最低稼

動率ρ
＊ ＝80％ （同7）が 265 個体、90％ （同 8）が 259個

体、99％ （同9）が 243個体 で あ り、最小 は放置個体群

に よる もの （同2＞241個体 で あ っ た 。

　表 3に、成長率 シ ナ リ オ別、管理 シ ナ リ オ別 の エ ン ド

ポイ ン トの 達成率、設備利用 率、事業の破綻率、保護導

入率等を整理 した。

　成長率シ ナ リオ a につ い て み る と、エ ン ドポイ ン ト達

成率は、管理 シ ナ リ オaに お い て保全措置の導入基準pc

が高くなる につ れ て、わずか に向上 した 。 達成率は98．5
〜99．58％ で あっ た。なお、平均稼動率 も同様で、Pcを

高 くして もわずかな向上 に とどま り （93，87 → g4．08％）、

22年次につ い て も同様であっ た （89．85→ 90．71％）。

　 こ れ に対 して、管理 シ ナ リ オbに つ い て み る と、最低

稼動率ρ
＊

を上げる に つ れ エ ン ドポイ ン ト達成率は低下

し、p
＊

＝ 99％ で の 達成率は 94，45％ に とどまっ た。一
方、

平均稼動率はp
＊

を上げる に つ れ て増加 し、p
＊＝99％ で

の 平均稼動率は 9954 （22年次99，39％）％ に達した 。

　管理シ ナリオ a に お ける管理対策に伴う設備利用率は

20．25 〜20．31％ となり、北海道の推定設備利用率（21．9％〉

より約1．65％低下 した 。

一
方、管理 シ ナ リ オbに おい て は、

最低稼動率ρ
＊

を上げる につ れ設備利用率は向上 し （20．25

→ 21．86％）、 変動係数は縮小 した。

　管理 シ ナ リオ aの事業破綻率は、売電単価 11円1kWhで

は皆無で あ っ たが、10円1kWhで は、0．02％、9円1kWhで

は 8，44〜 10．51％発生 した 。 こ れ に対 して、管理 シ ナ リ

オbは 最低稼動率p
＊

を上げるにつ れ、採算割れは抑制 さ

れ た 。 売電単価 11円で は事業 の 破綻 は皆無、10円 と9

円につ い て も最低稼動率ρ
＊

を上げる に つ れ て縮小 し、10

円はp
＊
が 80％ 以上、9円もp

＊

が 90％ 以上 で それぞれ事業

破綻 は皆無 となっ た 。

　保護導入率に つ い て み る 。 管理 シ ナ リ オa で保護導入

の 開始稼動率ρc が上が る につ れて、導入率は高 くなり（た

とえば 99％ の場合、39．31％！年と65．63％〆22年次〉、 保護

導入期 間 も増加 し た （た とえば99％ の 場合、550 年）。

こ れ に対 して 、管理シ ナリオbで の保護導入率は小さか っ

た。年あた り導入率は 0．47〜0．88％、22年時で も 1．73〜

3．87％ に とどまっ た 。 保護導入実施期間 に つ い て も、平

均 1年未満 （O．07〜0．12年）にと どま っ た 。

　成長率シ ナリオbを用 い る と、各項 目の 成績は い ずれ

も向上 した 。
エ ン ドポイ ン トの 達成率は す べ て の 場合

に お い て 99．90〜100％を達成 した 。 事業の 破綻率も縮

小 し、売電単価9円1kWhにお い て も、5，10〜5，92％ （管

理 シ ナリオa）、0〜4．15％ （管理 シ ナリオb）に と ど まっ

た 。 た だ し、管理 シ ナ リオa における保護導入率はさほ

ど短縮 されず、導入 開始稼動率99％ の と きに は年あ た

り34，03％、22年次で 57．06％であ っ た。平均稼動率もシ

ナ リオaよ り多少向上 した もの の、管理対策に伴 う設備

利用率 に つ い て み る と、管理 シ ナ リオaで は北海道の 推

定設備利用率 （21．9％）より1％以上 の 差があっ た （20，39
〜20．43％）o

　表4に感度分析の結果を示す。 各パ ラ メ タ を 10％増加

（ある い は縮小）させ、22年次の個体群サ イズ に つ い て

比較 したもの で あ る 。 基本条件は240．9個体に対 して、

個体群サイズ が 10％ 以上増加 （ある い は減少）した も

の はな く、最大は環境収容力K を増加させ た場合であり

（6．57％）、次い で死骸調査 の 間隔日数を短縮した場合で

あっ た （1．98％）。残りの 2つ のパ ラ メ タ に つ い て は変化

はみ られなかっ た。

考　察

　国内でバ ードス トラ イ ク に対する 生態 リス ク管理の 取

組み が未熟である こ とを考える と、 環境影響調査の 予測

評価、利害関係者で の 合意形成、保護政策等、応用面で

の活用が期待で きる 。 また本モ デル は 、 オジ ロ ワ シだけ

で な く他種に も容易 に適用 で きる シ ン プ ル な構造 を もつ
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表 3，計算機実験結 果概要。

シ ナ リオa （ス コ ッ トラ ン ド成長率）

自然個体群　放置個体群 管理個体 群 管理個体群

共 通 管理シ ナ リオa 管理 シナ リオb

保護増殖措置の 導入条件 （稼動率） 75％　　　　80％ 　　　9〔｝％ 　　　　99％　　　　80％　　　　9  ％　　　　99％
エ ン ドポ イ ン ト達成率 （99、9％値） 99．99 93．4598 ．50　　 98．66　　 99．22　　 99．58　　 98．18　　 96．83　　 94．45

平均稼動率 （％ 〆年）
〃 稼動率 （％！22年 時）

93．87　　 93，88　　 93．95　　　94．08　　 94．40　　　96．05　　 99．54
89．85　　 89．88　　 90．24　　90．71　　 9LO4　　9431　　 99．39

管 理対処済 み 設備利用 率 （％1年 ）

　　 〃　変動係数CV

20，25　　 20．25　　 20、27　　　20．31　　 20．40　　　20，87　　21．86

0．03　　　0．03　　　0．03　　　Q．03　　　0，03　　　D．02　　　0．Ol

単年度採算割れ 率 （％，売電9 円1kWh）

　　　　　　　　（％，売電 10円〆kWh ）

　　　　　　　　 （％，売電 11円1kWh）

33．046
．711
．13

33，01　　 32．56　　　31．80　　 2956　　　15，87　　　 0、00
6．68　　　6．23　　　5．58　　　4．03　　　0，00　　　 0．00
1．09　　　0，87　　　0．68　　　0．21　　　0．00　　　0．00

事業破綻率 〔％，売 電 9円／kWh）
　　　　　 （％，売電10円！kWh ）

　　　　　 （％，売電ll円〆kWh ）

10．510
．020

，00

工0．38 　　 9．14　　　8．44 　　　5，82　　　0．00　　　0．0 
0．02　　　0．02　　　0．02　　　0．  0　　　0，00　　　 0．00
0．OD　　 O．00　　 0．00　　 0，00　　 0．00　　 0．00

平均保護導入 率 （％／年）

ク 保護導入率 （％！22年時 ）
ク 保護導入 実施期 間 （年／稼働期間）

0．341
、120
．05

2，22　　　17，19　　 39．31　　　0．47　　　0．67　　　 0，88
6，86　　 38．60　　 65．63　　　 1．73　　　2．79　　　 3，87
0．31　　　 2．41　　　 5．50　　　0．07　　　0．09　　　 0．12

管 理判断 （aD 出現 率 （％）

　 〃　 （al）　 〃

　 〃　 （bl＞　 〃

　 〃　 （b2）　 ク

13，2543

．8042
．440
，51

13．24　　　13．31　　 13．44
43．8玉　　 44．13　　 45．40
40．48　　26．17　　　2．99
2．47　　 16．40　　38．18

13．21　　　12．97　　　12、26
43，68　　43，16　　41．01
42．53　　43．10　　45．68
0．57　　　0．77　　　1，05

シナ リオb（フ ィ ン ラ ン ド成長率〉

自然個体群　放置個体群 管理個体群 管理個体群

共通 管理シ ナ リオa 管理 シナリオb

保護増殖措 置の 導入条件 （稼動率） 75　
o
／0 　　　80％　　　　90％ 　　　　99％　　　　80％　　　　90％ 　　　　99％

エ ン ドポ イ ン ト達成率 （99．9％値） 100，00 99．86　　　 100．00　　100，00　　100．00　　100，00　　 99，99　　 99，96　　 99．90
平 均稼動率 （％t年）

〃 稼動率 （％〆22年時）

94．38　　 94．38　　 94，44　　　9452 　　 94．74　　　96．07　　 9353

91．43　　 9L44　　 91．68　　 91，96　　 92．15　　　9458 　　 99．42

管理対処済み設備利用率 （％1年）

　　 〃　　変動係数CV

20．39　　20．39　　20．41　　 20．43　　2G．49　　　20．87　　21．86
0．03　　　　0．03　　　　0，03　　　　0．03　　　　0．03　　　　0，02　　　　0．01

単年度採算割れ率 （％，売電 9円1kWh）

　　　　　　　　 （％，売電 10円！kWh ）

　　　　　　　　 （％，売電 11円1kWh）

30．034
．000
．29

30．0】　　 29．65　　 29，08　　27．34　　 16，77　　　0．00
4．00　　　　3．74　　　　3．42　　　　2．78　　　　0．00　　　　0．00

0，23　　　0，17　　　0ユ3　　　0．02　　　 0．00　　　0．00

事業破綻率 （％，売電9円lkWh）

　　　　　 〔％，売電 10円瓜Wh ）

　　　　　 （％，売電11円！kWh ）

5，920
，000
．00

5，91　　　525　　　5．10　　　4．15　　　0．00　　　0．00
0．00　　 0．00　　 0．00　　 0．00　　 0．00　　 0．00
0．00　　 0．00　　 0．00　　 0．00　　 0．00　　 0．00

平均保護導入率 （％〆年）
〃 保護導 入率 （％〆22年時 ）

ク 保護導入 実施期間 （年1稼働 期間）

0．050
，120
．Ol

0．65　　　11．40　　 34，03　　　0．09　　　 0，12　　　0．14
L85　　 24．87　　57．06　　　0．27　　　0．48　　　054

0．09　　　 L60　　　4．76　　　0．Ol　　　 O．02　　　0．02

管理判断 （al ）出現 率 （％）

　 〃　 （a2 ）　 ク

　 〃　 （b1）　 ク

　 〃　 （b2）　 〃

14．2650
，3635
，320
，06

14．26　　14．38　　14．61
50．36　　 50．81　　 52、72
34，82　　25．88　　　3．20
0．56　　　8、93　　 29．47

14．26　　　13．92　　　13．17
50．16　　49．73　　47．37
35．51　　 36．24　　　39，33
0，08　　 0．ll　　 O．13

ため、汎用性は高い もの と考えて い る。

衝突率の推定

　衝突率に 関する推定方法の うち、 発見数に よ る もの は

明らか に推定衝突率を過小推定した。衝突数を精度良く

推定する方法として 、   dl （消失日数）〈d2 （踏査間隔

日数）なら発見数を補正する （式ll）、  d1＝d2となる

よ う踏査間隔日数を短縮す る等が考えられ る 。

　まず、  発見数の補正につ い て 述べ る。 衝突事象が ボ

ア ソ ン確率、発見事象が二 項分布確率で 説明で きるの で

あれば、平均消失 日数4iお よび踏査時 の 発見￥
tYi

を推定

で きれば 、 踏査 間隔日数で 除す （d21dll式 11） こ と によ

り補正値が得られ、衝突数は推定で きる。 今回 の条件 （平

均消失 日数5 日）なら、 踏査30 日間隔の 補正値は 6倍

（三30／5）、15日間隔な らばおよそ 3倍 （＝ 1515）で ある。

しか しなが ら消失日数に つ い て 国内資料が見あたらない
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表 4，22 年次に おける個体群 サ イズ の比 較に基 づ く感度 分析結果。

個体 群サイズ （22年次）

基本条件

平均　　 増 加率％

240．9

環境収容力K を10％上げる

個体群 サ イ ズの 推定精度 を

10％上 げる

256．8 6，57

標準偏差　　95％信頼 区間下 限　　95％信頼 区間上限

　 69．2　　　　　　　　　　　105．3　　　　　　　　　　　　　　376，6
　 74．6　　　　　　　　　110．5　　　　　　　　　　　　403．1

239．9 一〇．45 68．5 105．6 374．1

死骸調査 間 隔 日数 を 10％ 短縮
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 245，7
する （27日間隔）

1．98 68，5 lll．5 380．0

保 護増 殖措 置 に よる増加 率 の
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 240．9
上 限 を 1096上げ る

O．OO 69．2 105．3 376，6

こ とから、まず消失 日数の 推定作業に着手する必要があ

る 。 死骸調査 の 際、死骸を 回収せず目印を付けて 現場 に

放置 して お く。便宜的に家禽を用い るこ とも考えられる 。

死骸踏査毎に それ らの 消失状況 を確認すれ ば、おお よ そ

の 日数は推定 で きる。ただ し、消失 日数は季節 や場所、

種に よっ て異な る ためデ ータの積み重ねが必要で ある 。

　発見数か ら衝突数 （率）を推定す る方法 として 、補正

式に よる もの （式ll〜13）と尤度推定 （式 14、15）の

比較 を行い 、本稿 で は前者 を採用 した。ただ し、踏査施

設数が少な くて も未発見率は高まる だろ う。発見されな

か っ た場合 、 補正が効か ない の で有限推定値は得られ な

い 。この よ うな場合、たとえ未発見で も有限推定値を得

られ る尤度推定を採用すべ きであろう。

　次に、  全数調査一一すなわち連 日踏査一一は相当の

調査努力量が要求され る から、 省力化が求め られ る 。 オ

ラ ン ダで は 「Bird・Collision・RecQder」とい う衝突音解析

シ ス テ ム が開発 されて い る　（Verhoef　et　al，2003）。 カ リ

フ ォ ル ニ ア の エ ネ ル ギー委員会で も振動計 （加速時計）

を用 い て、衝突時 の 異常振動を記録する こ と で、衝突

に 関するデ
ー

タベ ー
ス 構築を提言 して い る （SmalEwood

and 　Thelander　2004）。 こ れらの 実用化が待た れる。

　また、現場 に落下 した死骸が、捕食によっ て 消失しな

い ような対策を とれるなら全数調査にな る だろ う。 た と

えば上田 （私信）は、地表面か ら
一定の 高さに2層 の ネッ

トを張り、衝突 した個体を捕獲 ・回収す る こ と を提案 し

て い る。 落下 した個体 は上層 の ネ ッ トを通過 し、下層 の

ネ ッ トで 捕獲され る 。 下層の ネ ッ トは 地上徘徊性 の 捕食

者を防 ぐためで あ り、上層 の ネ ッ トは カ ラ ス 、トビ等か

らの捕食を防止する 。 ただし、踏査円面積の半径はハ ブ

高程度 は必要 と述 べ て い る （島田 2006） こ とを考慮す

る と、相応 の 面積が必要で ある 。

管理シナリオー風力発電事業とオジロ ワシ個体群の共存
一

　エ ン ドポイ ン トの達成率を95％ と99％ で 比較 して み

る 。 管理 シ ナリオaにつ い て み る と、達成率を95％にお

い た 場合 は、すべ て にお い て 達成された 。 しか しなが ら、

達成率を99％にお くと、楽観的な成長率 シ ナ リオbでは

達成 された もの の 、悲観的な成長率シ ナリオ a で は、Pc

が 90％以上 の 場合に限られた。

　管理 シ ナ リオbに つ い て みると、達成率を95％ に お く

と、楽観的な成長率 シ ナ リオbで はすべ て達成で きた も

の の、悲観的な成長率シ ナ リ オa で はp
＊

が99％ で 達成 し

なか っ た。さらに 達成率 を99％ に お くと、悲観的な シ

ナ リ オ （a）はすべ て のp
＊

条件 で達成され なか っ た。

　管理条件を安全側に配慮するなら 、 管理シ ナリオ aに

おい てPcを90％程度にする必要が ある か も知れ ない が 、

成長率シ ナリオ a は ス コ ッ トラ ン ド地域へ の再導入 （放

鳥）に基 づ く生存率の 推定値に よる もの である。残 り3

地域の 生存率が比較的高率0．0997〜0．1182である こ とを

考慮する と、日本に お け る本種 の 成長率もこれ ら3 地 域

と同 じ レベ ル であり、 楽観的にみ て もよい か も知れない 。

　事業破綻率は、悲観的 シ ナリ オ a で 0 〜10．5％、楽観的

シ ナ
T
丿オbで 0〜5．82％で あっ た 。 と りわ け売電単価 9円

！kWh の 場合は厳しい 数値で あ り、事業破綻に備 えたリ

ス クヘ ッ ジが必要か も知れない 。 た とえば、年間 （8760

時間）にお い て、対象とする鳥類 の 飛翔時間をx （時間）、

売電単価Priceとお くと、管理前 （a）と管理実施 （b）の

年間総収入Jn、。m 。お よび損失分／nt。ss ：

Jneeme＝Σ i760u（り
・Price

Income＝Σ IXu（t）　
・F（t）

・Priee＋ Σ κ

s760u

（t）
・Price

／碕衂≡Σ IXu（t）
・Price一Σ 1 u （t）

・Aの
・Prたe

（35）

（36）

（37）

で 得 られ る。管理 に 伴う採算割れは Σ　IXu（t）
・F （t）

・Priceに

起因す る から、そ の 対策として、  x を小 さくする 。 対

象種 の 飛翔状況 に 応 じ、動 的稼働管理を行 う。  F（りの

下げ幅を小 さくする 。 稼働停止以外の衝突防止対策を採

用するこ とで稼動率を下げずに衝突率を下げる。  売電
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単価Priceを対象種の 飛翔期間とそ れ 以外で 区分 し 、 前

者 の 単価を上げる 。 も し くは  損失分を損害保険等に

よ っ て補填する等 、 が 考えられ る 。 たとえば 、   と 

に つ い て は、「風力発電施設 に係る 適正 整備推進事業」

（http：〃www ．env ，go．jp！guide！budgetfh191h19−gaiyo−21103．

pdf、 2007／5126確認）の バ ードス トラ イク 防止策実証事

業 と立地適正化事業が 該当する と考え ら れ る 。   に つ

い て も 「風力発電事業に対する ダ イ ナ ミ ックな社会的

受容性」（横浜国立大学21世紀COE 「生物 ・生態環境リ

ス クマ ネジ メ ン ト」第35 回公開講演会http：〃risk ，kan．ynu．

ac ．jp！sugimoto1070316COE ．htm1、2007／5123確認）に よれ ば、

稼働停止に伴う損失を損害保険で補填する方法を検討し

て い る 。 今回の 採算性 は お お まか な試算で あ る か ら、今

後は キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

に基づい た試算が必要で ある 。

稼動率と衝突率

　今回の モ デル で は、簡素化 の た め全施設が同
一

の 設備

利用率Uy （％〆年）と衝突率s （個体1年）を保持 して い る と

仮定した 。 しか しながら、二 つ の 属性 は事業地や施設毎

に 異なるだ ろ う。 ある地域に合言tfc施設が稼働 して お り、

各施設 の 設備利用率TUn、衝突率TSnとすれば

地域 の平均設備利用率＝
（1胸 Σ。．汐跏 n

地域 の 平均衝突率＝
（1／fc）Σ　

．
一　fc　Tsn

とあらわすこ とが で きる。衝突係数Fを達成する ため、

大きい 衝突率を持つ 施設か ら停止 して い けば、設備利用

率は自動的に定ま る。死骸調査 の 資料が蓄積 され、施

設毎の設備利用率 と衝突率が デ ータベ ース 化さ れ れ ば、

衝突係数の 目標値Fに応 じて設備利用率を最適化する こ

と もで きる 。 端緒的な例として 、 Smallwood 　and 　SpiegeE

（2005）は、ア ル タモ ン ト地域に お ける風力発電施設群

につ い て 、 衝突率の 高い 施設群の 停止や季節の 停止 を提

言し、それに伴う発電量の 低下 に つ い て 試算を行っ て い

る。

保護増殖値

　米国 ア ル タモ ン ト地域 で は風力発電施設へ の バ ー
ドス

トラ イクによ り、年間 75，6〜1165個体 の イ ヌ ワ シ が死

亡 して い るとして い る （Smallwood　 and 　Thelander　2004）。

彼等、カ リ フ ォ ル ニ ア州エ ネル ギ
ー
委員会 の 提言 に事業

地外 で の保護区の確保があ る。同地域 の 風車群 に よる

バ ードス トラ イ ク で、イヌ ワ シ 個体群 を消費して い るか

ら、緩和措置として代替保護地区を確保すべ きとして い

る 。 提言に は 「今後10年間で 300個体の イヌ ワ シ が死亡

したとすれば、保護区の 面積は、300個体 の イ ヌ ワ シ を

保護する に足りる 土地面積の権利を入手すべ き」と記載

さ れ て い る。

　管理モ デ ル は保護増殖措置に よっ て オジロ ワ シ 個体群

の増大を期待して い る が、そ の具体化と実効［生は、現時

点 （2007年5月）で は明らかで きない 。 道内 で確認され

て い る オ ジ ロ ワ シ営巣地 の繁殖成功率を調査 し、成績の

良い とこ ろ は維持 し、悪 い とこ ろ は生息環境を改善 しつ

つ
、全体と して成功率向上 を目指すこ とが必要で あろ う。

計算機実験で は良好な時期の 繁殖成功率 （1988〜1995

年）を用い て お り、 実現不可能な数値で はない と思われ

る 。

　「オ ジロ ワシ保護増殖事業計画」（http；Uwww ，env ．go，jp！
nature ！yasei！hozonho！ojirowashi ．pdf、2007！5123確認）に よ

れ ば、「生息及び繁殖地 に おける生息及び繁殖環境の維

持及び改善」の 施策と して 、 生息及び繁殖環境の維持及

び改善、鉛中毒の 防止、事故防止の 対策および生息及び

繁殖地における監視をあげて い る 。 この うち具体化され

て い るの は鉛中毒 の 防止の み であり、そ れ 以外の 項目に

つ い て は現時点 （2007年 5月）で 具体化され て い ない 。

残され た項 目の 具体化が待 た れる と と もに、保護増殖事

業 に風力発電関係者が参加 ・協力 （必要経費の 負担も含

め）で きる方策 を検 討すべ きだ ろ う。 た と えば、白木

（1996）、植田
・
小板 （1996）お よび植田 ほ か （1999）は、

オジ ロ ワ シ やオオ ワ シの 食物源として の サケと河川環境

に着目 して い る。サ ケ の 上流へ の 遡上を阻害して い る堰

（ウ ラ イ）を外 した り改良する こ とが、越冬環境 の 改善

に つ なが る として い る。

残され た課題

　感度分析に よれば、管理 モ デ ル の重要なパ ラ メ タと し

て 、 環境収容力K と死骸調査の間隔 日数が 選定さ れた。

すなわちこ の 管理モ デ ル を運用する場合、まず環境収容

力Kの 推定精度を上 げる こ と、 次い で死骸の発見率を上

げ る重要性 が それ ぞれ 示唆され る。

　残された 課題を以下 の 四点に整理した 。 第
一

に 、 管理

モ デル で 用い た施設数 は 259基 で、こ れ は 2005年度末に

おける北海道内施設の 総数である 。 すなわち衝突係数の

調整 と保護増殖措置は、対象種 の 主な生息域 で稼働して

い るすべ て の 事業者に よ る連携を想定して い る 。 鳥類共

存の ために事業者が相互連携 して施設運用体制を変更す

る こ とは、米国ア ル タモ ン ト地域 で 試み が始まっ て い る

（島E日2006）o
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　第二 に、衝突数 （率）が施設数に依存するか も知れな

い 中で、今後 も北海道内 の施設数が増加 して い くか ど

うか は現時点 （2007年 2月）で不透明で ある 。 北海道に

お け る風力発電 の 連系可能量 は、短周期お よ び長周期

の 調整力面か ら、 25万kW 程度とな っ て お り、 現時点で

既 に 全量が 決定し て い る とさ れ る （北海道電力株式会

社 「蓄電池に よ る風力追加連系に つ い て』、http：！fwww ．

meti ．go．jptcommittee！materials ！downloadfiles！g50606a34j．

pdf　2007／5／23確 認 ） も の の 、2010年 目標300万kW に

対して の 達成率は低 い
。 「自然エ ネル ギ

ー導入 の 目標

量
・義務量 （第4 回新 エ ネ利用 特別措置法改正検討

委員会）」（http：〃www ．jca．apc ．org ！・・gen！shinenekentou141

0302huuryoku．pdf．2007〆5〆23確認）に よ ると、2030年 の

目標値 1，180万kW を提言 して い る。 新エ ネル ギ
ー・産業

技術総 合開発機構 （2005b） も、2020年に 1，000万kW 、

2030年に 2，000万kW の 目標 を検討 して い る。衝突数（率）

は、定期的 に更新する必要がある 。

　第三 に、衝突死する 個体の 性別 と齢構成は ラ ン ダ ム

と仮定 して い る。こ れま で の衝突事故報告 （浅川ほか

2004な ど）に よ る と、幼鳥 もしくは亜成鳥が ほ とん ど

で、性差 につ い て は公表されて い ない 。 今後の資料の蓄

積に伴い 、衝突個体の性別と齢構成に偏 りが み られ る な

らば、モ デ ル を改良 （管理 モ デ ル に密度効果を反映した

レス リ
ー行列を組み込む）する必要がある 。

　第四 に、モ ニ タ リ ン グ に よ る個体群サイズ の 推定誤差

dに つ い て 、 式 （24）を作成した 。 観測値に は 、 観測誤

差 と過程誤差が含 まれ て お り、本来分離すべ きもの で あ

るが 、 当該資料に よ る分離作業は困難と判断し、 今回は

見送 る こ と と した 。 した が っ て こ こ で 用 い た 推定誤差 d

はすべ て観測誤差として扱っ て い る た め に、観測誤差と

して は 過大評価 して い る可能性があ る 。

　こ の 管理モ デル は単一種に限らず、複数種にも応用で

きる 。 種別に管理モ デル を策定 し、保護増殖施策につ い

て は種別に、衝突係数につ い て は種別に 得られ た値か ら

最小を選択すれば よい b

　こ の 管理モ デル は、風力発電の 立地環境 と鳥類 の 生息

環境が しば しば重複せ ざるを得ない 狭い 国土で 両者が共

存 して い くた めの 提案で ある 。 膨大なデ
ー

タ量に裏付 け

られた欧米の 共存策に比 べ 、国内で は、十分な衝突資料

も揃わず感情的な議論 （対立）が続 い て い る。モ デル が

共存を模索す る
一

助 となれば幸い で ある。当面 の 課題 と

して、死骸消失実験 に よる消失日数 の把握、発見率向上

の ための 衝突自動監視装置等の 開発、定期的な死骸踏査、

個体群 モ ニ タリ ン グに よる成長率 と個体群サイズ推定、

道内営巣つ が い に よる繁殖成績の把握を上げて お く。
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